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概 略

目 的

○ 「電子政府構築計画」（平成１５年７月１７日各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会議決定）の推進を図る観点から、

各府省における申請・届出等手続のオンライン化の推進施策の実施状況を調査

１ 申請・届出等手続のオンライン化の推進状況
・目標値９７％に対して実績９６．２％（平成１５年度末）

・オンラインのみで手続が完了しないもの３３％

２ オンラインによる申請・届出等手続の利用状況
・平成１５年度利用率：８１．０％

うち、個別の専用システム８１．９％

それ以外の各府省の汎用的な電子申請システム０．７％

３ オンラインの利用に関する改善要望・意見等
・添付書類提出のオンライン化、提出できる電子ファイルの多様化等

調査の結果

結果の通知

○ オンラインで手続を行える部分の拡大
○ 利用者の立場に立ったシステムの改善、手続の見直し
○ オンラインで行える手続、利用方法等の周知

通知先：全府省
通知日：平成１６年６月９日

ー 電子政府の推進状況に関する初めての調査 ー
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１ 申請・届出等手続のオンライン化の推進状況

○平成１５年度末までに国の行政機関が扱う申請・届出等手続１万３，３１２がオンライン化

（対象手続１万３，８３４の９６．２％。なお、平成１５年度末までの目標値は９７％）

・ 手続のすべてがオンライン化（オンラインで手続が完了する） ８，９０８手続 ６７％

・ 手続の一部分がオンライン化（オンラインで手続が完了しない） ４，４０４手続 ３３％

［例］添付書類の提出 ：社会福祉法人の現況報告などにおいて財務諸表の書面による提出が求められている

：証券会社の外務員の登録における外務員の履歴書など添付書類の提出が電子化されていない

証明書類等の交付：休業補償給付の請求における給付決定等の通知書など許認可等の結果の通知が電子化されて
いない

利用者の本人確認：製造たばこの小売販売業の許可における法人の登記簿謄本など利用者の本人確認が電子化
されていない

現 状

○ 添付書類の省略及び廃止等手続の簡素化・合理化の取組
○ 行政機関が発行する証明書類等及び添付書類の電子化の推進
○ 公的個人認証サービス又は商業登記に基づく電子認証制度の利用や民間認証局による

電子認証の活用等
によりオンライン化拡大の余地あり
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平成１４年度 ： ８６．４％ １５年度 ： ８１．０％

（７３７手続：５，００９万件中４，３２６万件） （４，１１３手続：８，２１０万件中６，６５４万件）

２ オンラインによる申請・届出等手続の利用状況

オンライン利用率（年間総申請・届出等件数に占めるオンライン利用件数の割合）

２ 通関情報処理システム、特許庁パソコン電子出願システムなど申請・届出件数の多い
特定業種に係る手続等を処理する個別の専用システム
（今後、登記、車検、旅券等が稼働予定）

個別の専用システム（注２）

平成１４年度 ： ８６．９％ １５年度 ： ８１．９％
（１５９手続：４，９７６万件中４，３２６万件） （４６４手続：８，１２４万件中６，６５３万件）

各府省の汎用的な電子申請システム（注３）

平成１４年度 ： １．３％ １５年度 ： ０．７％

（５７８手続：３３万件中４，３００件） （３，６４９手続：８６万件中６，４００件）

このうち、

３ 恩給、行政相談、社会保険関係手続等専用システムによらない手続を受け付ける汎用
的な電子申請システム（なお、社会保険関係手続については、平成１５年１０月から稼
働のため集計外）

注１ 集計対象手続は、各年度の当初からオンラインによる手続が可能であったものであり、
平成１５年度４，１１３手続は、１５年度末までにオンライン化された１万３，３１２手続の３０．９％

（注１）
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３ オンラインの利用に関する改善要望・意見等

・ オンラインで手続が行えることを知らなかった

・ 窓口で担当者に対面した方が迅速・的確に処理されると思った

オンライン化されている手続を行う際、オンラインを利用しなかった理由

・ 添付書類提出のオンライン化、添付書類提出の省略を図ってほしい

・ 提出できる電子ファイルの多様化を図ってほしい

・ 手続案内、電子申請システムを使いやすくしてほしい

・ 電子申請様式の簡素化を図ってほしい

・ ２４時間３６５日受け付けてほしい

利用者の改善要望・意見

○ 全国５０事業者等の利用者を対象として改善要望・意見等を聴取
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［本件連絡先］
総務省行政評価局 内閣、総務、法務担当評価監視官室

┘


